





Subaru development Stories: a human nature and 
accomplishments that Momose Sinroku established  
the foundation as the car makers 
 














































とることなく、小型軽自動車の開発を決定し、1958（昭和 33）年 3 月には画




































本論では、まず第 1 節の序文に続いて、第 2 節では富士重工業（スバル）の
前身である『中島飛行研究所』の創設者中島知久平が飛行機の製作に賭けた技
術の挑戦が国内最大の軍用機メーカーに成長した過程を創業期と自立期の 2 つ
の局面から概説する。第 3 節では終戦から僅か 10 年の間に画期的な大人 4 人













学校に入学し、1909（明治 42）年 10 月 25 歳の若さで海軍機関中尉に昇進し
た。と同時に「生駒」乗艦を命じられ、フランス飛行機業界視察の機会を与え






















だけの製作基盤を整えた中島は、1918 年 12 月には太田に『飛行機研究所』を
移設し、さらに部品工場を竣工して飛行機の設計と試作に着手した。1919 年（大





以下では、中島知久平の業績を創業期と自立期の 2 つの局面から概説したい。 
 
（１）飛行機工業の創業期 ―飛行機研究所の設立と成果― 
中島飛行機の創業は、1917（大正 6）年 5 月群馬県新田郡尾島村の養蚕小屋












が初めて民間会社に航空機の注文を出したのは、陸軍で 1919 年（大正 8）、海
軍で 1920 年（大正 9）のことであった。折しも中島は、1919 年（大正 8）の
2 月に「中島式 4 型 6 号機」の試飛行に成功し、民間工業製として最初の陸軍
制式飛行機の大量受注を開始するにいたった。その後の中島の成長は著しく、
さらなる生産拡大に向けて、設備の拡大や生産性方式の改善に取り組むなど、




1930 年代半ばまでは機体の生産はそれほど大きくなく、1936 年までの 10 年














年度（西暦） 陸軍機 海軍機 民間機 合 計 
1918（大正 7） 
1919（ 同  8） 
1920（ 同  9） 
1921（ 同 10） 
1922（ 同 11） 
1923（ 同 12） 
1924（ 同 13） 
1925（ 同 14） 

















































試作で戦闘機 NC 型が合格し、『91 式戦闘機』として軍の制式採用となった。
また、1930（昭和 5）年 6 月に中島飛行機の発動機は、アメリカの空冷式を模
範に国産第 1 号 9 気筒 450 馬力の『寿』型発動機の試作に成功した。さらに
1939 年（昭和 14）には 1,800 馬力の発動機「栄」が完成し、発動機は軍の制












年度の 2 倍強まで生産を拡大した。第 2 次世界大戦期の最も多い年で 1944 年




























1931 年（昭和 6）には資本金 600 万円の『中島飛行機株式会社』へと改組し、








試作を完成刺させた。1947 年には国産第 1 号の 2 輪車スクータ 『ーラビット』
を発売することになり、わが国のスクーターや 2 輪車ブームの先駆けとしての
役割を果たしたのである。また、1949 年（昭和 24）秋に GHQ は終戦以来禁
止されていた乗用車の生産を全面的に解禁した。これを受けて新たに設立され

























































































第 2 次世界大戦は、1945 年 8 月 15 日、日本はポツダム宣言を受諾すること
によって終わった。しかし敗戦によって日本経済は壊滅的な打撃を受け、イン
フレーションの進行と食糧難が続いた。まさに「飢えと乏しさの時代」であっ
た。折しも 1950 年 6 月 25 日に米ソ対立を背景に朝鮮戦争が勃発し、日本経済
はドッジ・ライン（総需要抑制策）の下で不況に喘いでいたが、長引く朝鮮動














































スクーター』に刺激された技術者たちが、1946 年 1 月に太田（呑龍）工場で









は 1951 年の 6,000 強をピークに減少し、1960 年代以降はピーク時の 3 分の 1


























時速 60 キロ時でガソリン 1 リットル当り 30 キロ以上走行、耐久走行距離 10
万キロ以上、また月産 2000 台の場合、1 台当り 15 万円以下で生産、さらにエ






バル 1500』『スバル 360』『スバル 1000』『スバル・サンバー・ライトバン』な









『ラビット・ジュニア S－71 型』 
 













と、富士重工業は GHQ の自動車生産の解除指令（1949 年）が馳せられるまえ
に、すでに軽自動車の生産の可能性を検討していたのである（雑誌『内燃機関
60 号』「スバルとともに」掲載）。時代の先取りとも言うべきか、『ラビット』























ンは、富士精機製のエンジンより 70 キログラムも軽量化され、馬力も 10 馬力
と、これまで以上にアップされた性能を持つエンジンが開発・生産された。こ
れは「L4－1 型」のエンジンを搭載したもので、試作車はおよそ 2 年余りで完
成した。完成した試作車は、走行テスト・耐久性テストを重ね、さらに安全性







写真－5 幻の車『R－1』スバル 1500 
 
























ザーFF2（昭和 26 年、住江製作所、2 人乗り・350cc・3 速）、オートサンダル
（昭和 27 年、中野自動車工業、2 人乗り・349cc・前進 2 速・最高速度 50 ㌔）、


















た 2 サイクル・エンジンを開発、車輪は 10 インチ・タイヤの小型サイズに的
を絞った。また、路面からのショックを和らげることと、限られたスペースに
納めることも要件に入れたために、サスペンション構造はトーションバーを使











の開発、さらにレオーネ、レガシィ B4（4WD 車）、エステートバン（4WD 車）









は、画期的な大人 4 人乗り軽自動車として広く普及していった。 
その普及の実体をみると、表－3 が示すように『スバル 360』が発売された
昭和 33 年の生産台数 1.661 台に比して、発売 2 年目の 34 年には、販売区域を
全国的に拡大し、販売特約店を積極的に開拓した。その結果、同年の販売台数
は 5.687 台に達し、前年実績を 3 倍強にまで伸ばすにいたった。また、同様に
当時の小型自動車と比較しても、軽自動車市場において『スバル 360』は独壇
場であった。さらに、34 年 8 月には『スバル・コンバーチブル』、同年 12 月
には『コマーシャル』を追加発売した。また、35 年 10 月に発売した『スバル
450』は、後の 700cc 級の大衆乗用車の先駆けとして特筆されよう。 
この間、勤労者所得の向上による軽自動車市場の拡大、量産体制の確立と販
売網の整備、多様なニーズに備えたスバルシリーズの拡充、販売価格の引き下







に行ってきたものの、販売時の価格は 42 万 5,000 円と小型自動車に比べ格段
に安価であったものの、一般大衆にはまだ手の届かない価格であった。因みに、
昭和 33 年の勤労者の所得は大卒の初任給が 1 万 3,000 円で、販売価格の約 32.7
倍に当り人々に定着させユーザーを育てるところではなかった。ただ、昭和 30
年代後半には『スバル 360』の成功に刺激されて各社の軽自動車への進出が相
次いだ。事実、『三菱 500』『マツダ R360 クーペ』など軽自動車市場では軽・
小型車が混戦した形で競争が激しくなっていった。富士重工業はこうした情勢
に対応して、『スバル 360』の量産・量販体制を構築するなど価格の引き下げを
はかった。36 年には価格を 36 万 5000 円に引き下げるなど、着実に売り上げ
を伸ばしていった。写真－6 は『スバル 360』を熱烈に支持しオピニオンリー
ダーとしての役割を果たした、ある日の「横綱吉葉山関」の姿であるが、富士













年度 軽自動車 小型自動車 
 
昭和 33 
  34 
  35 
  36 
  37 
  38 
  39 
  40 
  41 











  644 
  204 
  117 
  349 
  184 
  34 
13,254 













20 市町村の内 12 位とめざましい成長を遂げている。 
太田市の製造業は「付表」に示されているとおりであるが、このうち従業員数
の構成比で、5％を超えている業種（従業員 4 人以上の事業所）は、表－4 に示











事業所 対前年増減率 構成比 従業員数 
対前年
増減率 構成比 
輸送機器 108 108  0.9% 12.9% 19,201 20,201  5.1% 48.0% 
プラスチック 113 113  8.7% 13.5%  4,058  4,620 38.1% 11.0% 
金属製品 154 157 11.3% 18.7% －  3,699  2.4%  8.8% 
電気機器  42  42  0.0%  5.0%  3,079  3,079  2.3%  7.5% 
生産用機器 126 126 15.6% 15.0%  2,603  2,479 -4.8％  5.9% 






る。太田市統計課「太田市の工業」（昭和 63 年）によると、昭和 62 年度には



















つぎにこれを成長率の面からとらえるならば、5 業種のうち 4 業種は全国製
品出荷額年平均率を超えており、今後 5 業種を中心に太田市製造業は総体的に
は低成長期においてほぼ適応しうる産業であると期待できよう。 
2016 年に日本経済新聞「地域経済 500 調査」で、地方の景況感の改善が高
水準に推している要因は、「企業の設備投資や個人消費の回復だけでなく、訪日
外国人の需要が地域経済を押し上げている」との報告である。 




































従業員数の構成比で 5％を超えている業種は、この 5 業種のみとなる。しかし、
従業員数では平成 23 年から 27 年の 5 年間の推移は毎年増加傾向にあることが
わかる。また、その対前年増減率は 4.5％と相対的に高い比率を示している。
また、5 業種のうち輸送機器の従業員数は 20,201 人、対増減率は 5.1％で、プ
ラスチックの従業員数は 4,620 人、対増減率は 13.8％となっている。さらに
2,000 人を超える業種はやはり 5 業種に偏っており、事業所数では 1 事業所当






































































産業中分類 平成 26 年 
平成 27 年 
製造品出荷額 対前年 増減率 構成比 
製造業 
食料品 
飲料・飼料 
繊維 
木材 
家具 
パルプ・紙 
印刷 
化学 
石油・石炭 
プラスチック 
ゴム製品 
皮革 
窯業・土石 
鉄鋼 
非鉄金属 
金属製品 
はん用機器 
生産用機器 
業務用機器 
電子部品 
電気機器 
情報通信 
輸送機器 
その他 
261,780,309 
2,049,571 
4,847,520 
586,211 
203,768 
351,616 
999,978 
444,711 
5,468,326 
213,369 
13,544,321 
80,689 
x 
799,344 
8,517,136 
x 
10,946,882 
1,835,576 
6,700,121 
2,191,372 
140,373 
9,922,690 
235,068 
191,035,905 
575,804 
288,372,171 
2,095,059 
5,615,212 
594,903 
395,482 
459,398 
1,009,154 
443,881 
5,372,992 
203,902 
14,828,754 
105,740 
x 
761,999 
8,555,345 
x 
10,665,616 
1,963,103 
6,416,276 
2,038,589 
94,748 
10,710,738 
x 
215,333,225 
504,555 
10.2% 
2.2% 
15.8% 
1.5% 
94.1% 
30.7% 
0.9% 
－0.2% 
－1.7% 
－4.4% 
9.5% 
31.0% 
x 
－4.7% 
0.4% 
x 
－2.6% 
6.9% 
－5.5% 
－7.0% 
－32.5% 
7.9% 
x 
12.7% 
3.3% 
100.0％ 
0.7％ 
1.9% 
0.2% 
0.1% 
0.2% 
0.3% 
0.2% 
1.9% 
0.1% 
5.1% 
0.0% 
x 
0.3% 
3.0% 
x 
3.7% 
0.7% 
2.2% 
0.7% 
0.0% 
3.7% 
x 
74.7% 
0.2% 
資料）通産省「工業統計表調査」（平成 28 年経済センサス、太田市企画政策課統計係）
より作成。 
 
